
 

 

公立大学法人静岡文化芸術大学期間契約職員就業規程 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人静岡文化芸術大学（以下「法人」という｡）職員就業規則（以下「就

業規則」という。）第２条第２項に規定する期間契約職員の就業に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

    

 （職の内容） 

第２条 期間契約職員の職の内容は、次のとおりとする。 

 (1) 一般事務職 

 (2) 実習指導職 

(3) 特定研究職 

２ 前項第３号の特定研究職の就業等については、この規程に定めるもの（第22条から第25条を除く。）

のほか、別に定める。 

 

  (職の名称) 

第３条 期間契約職員の職の名称は次のとおりとする。 

 (1) 前条第１号の職の名称は事務員とする。 

 (2) 前条第２号の職の名称は技術員とする。 

(3) 前条第３号の職の名称は研究員とする。 

 

 （採用） 

第４条 採用は、職の名称及び契約期間等を明記した採用通知書の交付をもって行う。 

 

 （契約期間） 

第５条  契約期間は、一会計年度内において必要な期間とする。 

２ 前項の契約期間は、次の基準により更新することができる。 

(1)   期間契約満了時の業務量 

(2)  従事している業務の進捗状況 

(3)  期間契約職員の能力、業務成績、勤務態度  

(4)  その他法人が必要とする基準 

３ 前項の更新は、最初の採用日から通算して５年に達する日を限度とする。なお、法人が特に必要と認

めた場合はこの限りではない。 

４ 前項に関わらず、法人が受け入れる外部研究資金を原資として任用した事務員及び研究員の契約期間

の更新は、当該外部研究資金による研究または当該外部研究資金終了後に法人が継続して行う研究（以

下「プロジェクト研究」という。）が継続する期間を限度とする。 

改正後（令和7年4月1日施行） 

 



 

 

５ 第３項なお書きにより契約期間が通算して５年を超え、本人の申し出により無期労働契約に転換した

事務員及び研究員の定年は60歳とする。なお、定年後の再雇用の扱いは、職員就業規則第21条に準ずる。 

６ 第３項なお書きにより契約期間が通算して５年を超え、本人の申し出により無期労働契約に転換した

技術員の定年は70歳とする。 

７ 第４項により契約期間が通算して５年を超え、本人の申し出により無期労働契約に転換した事務員及

び研究員の定年は60歳とする。なお、定年後も引き続き当該プロジェクト研究が継続する場合の再雇用

の扱いは、職員就業規則第21条に準ずる。 

 

 （労働条件の明示） 

第６条  理事長は期間契約職員との労働契約の際、次の事項を記載した文書を明示するものとする。 

(1)  労働契約の期間に関する事項 

(2)  就業の場所及び従事する業務に関する事項 

(3)  始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える勤務の有無、休憩時間、休日並びに休暇に関する  

事項 

(4)  給与に関する事項 

(5)  退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

 

 （退職） 

第７条 期間契約職員は、次の各号のいずれかに該当するときは退職とし、期間契約職員としての身分を

失う。 

(1)  退職を願い出て、理事長から承認されたとき 

(2)  労働契約の期間が満了したとき（労働契約を更新する場合を除く。） 

(3)  死亡したとき 

(4)  第９条の解雇の場合 

 

（自己都合退職） 

第８条 期間契約職員は、労働契約の期間中に自己の都合により退職しようとするときは、原則として退

職を予定する日の30日前までに、文書により理事長に申し出なければならない。ただし、労働契約の期

間が、30日以内の場合その他これによりがたい場合にあっては、労働契約の際別に定める。 

２ 期間契約職員は、退職を申し出た後も、退職についての承認があるまでは、従前のとおり勤務しなけ

ればならない。 

 

（解雇） 

第９条 期間契約職員が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、その意に反してこれを解雇する

ことができる。 



 

 

(1) 勤務実績がよくない場合 

(2) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

  (3) 前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を著しく欠く場合 

(4) 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

(5) 天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合 

(6) 懲戒解雇に該当する事実があると認められる場合 

(7) その他前各号に準ずるやむを得ない事由が生じたとき 

 

（解雇制限） 

第10条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間にあっては解雇しない。 

(1) 業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後30日間。ただし、療養開始

後3年を経過した日において労働者災害補償保険法（昭和22年法律50号）に基づく傷病補償年金を受

けている場合又は同日後において傷病補償年金を受けることになった場合はこの限りではない。 

(2) 第19条の２第１項第１号及び第２号に定める産前産後の期間及びその後30日間 

２ 天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合で、所轄行政官庁の解雇

制限除外認定を受けたときは、前項の規定を適用しない。 

 

（解雇予告） 

第11条 期間契約職員を解雇する場合は、少なくとも30日前に本人にその予告をするか、又は平均賃金の

30日分を支払う。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

(1) 2か月以内の期間を定めて雇用されている期間契約職員を所定の雇用期間内に解雇する場合 

(2) 天変事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合で、所轄行政官庁の認

定を受けたとき 

(3) 第21条の規定による懲戒解雇の場合で所轄行政官庁の認定を受けたとき 

２ 前項の予告の日数は、平均賃金を支払った日数に応じて短縮することができる。 

 

（退職後の責務） 

第12条 退職し、又は解雇された者は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

２ 期間契約職員は、退職し、又は解雇された場合は、法人から貸与された物品その他保管していた物品

等があるときは、速やかに返還しなければならない。 

 

 （退職証明書の交付） 

第13条 退職し、又は解雇された者から労働基準法第22条に定める証明書の請求 があった場合は、遅滞

なくこれを交付する。第11条第１項により解雇の予告をされた者から、解雇の予告の日から解雇の日ま

での間において請求のあった場合も同様とする。 



 

 

２ 前項の証明書に記載する事項は次のとおりとする。 

(1) 使用期間 

(2) 職務の種類 

(3) その事業における地位 

(4) 給与 

(5) 退職の事由 

３ 第１項の証明書には、前項に掲げる事項のうち、交付を請求した者が請求した事項のみを証明するも

のとする。 

 

 （勤務時間） 

第14条 事務員及び研究員の勤務時間は、就業規則第２条第１項第１号に定める職員の例による。 

２ 技術員の勤務時間は、別に定める。 

 

 （時間外及び休日勤務等） 

第15条 期間契約職員の時間外及び休日勤務等については就業規則第37条から第40条を準用する。 

 

（休日） 

第16条 期間契約職員の休日については、就業規則第35条を準用する。 

 

  (休日の振替) 

第17条 期間契約職員の休日の振替については、就業規則第36条を準用する。 

 

 （有給休暇） 

第18条 年次有給休暇は、別表１に規定する基準に従い、契約期間又契約が更新された場合は通算契約期

間及び１週間の勤務日に応じて、与えるものとする。 

２ 年次有給休暇は１日又は半日を単位として与えるものとする。この場合において、半日とは、始業時

刻から４時間（休憩時間を除く）、又は終業時間までの４時間（休憩時間を除く）とする。 

３ 労使協定に基づき、前項年次有給休暇のうち、１年について５日以内の範囲内で次により時間単位の

年次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を付与する。 

(1) 時間単位年休を取得する場合の、１日の年次有給休暇に相当する時間数は８時間とする。 

(2) 時間単位年休は１時間単位で付与する。 

４ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）の残日数（１日未満の端数があると

きは、これを切り上げた日数とする。）は、当該年の翌年に繰り越すことができる。ただし､繰越限度

日数は20日とする。 

５ 年次有給休暇の取得手続きについては就業規則第42条第４項から第６項を適用する。 



 

 

６ 第１項に定めるもののほか有給休暇は次のとおりとする。 

 (1) 職務による負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病の場合 

    契約期間内で療養に必要な期間 

 (2) 忌引の場合 

    別表２に定める期間 

(3)  夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持若しくは増進又は家庭生活の充実のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 

一の年の７月から９月までの期間内における３日以内で必要と認める期間 

 (4) 女子の生理の場合  

    法人就業規則の第44条第１項第９号の規定に準ずる期間 

（5） 結婚の場合 

    ７日以内で必要と認める期間 

（6）  期間契約職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として、その登録を実施する者に対して登

録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場

合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院のため勤務しないことがやむを得ないと認められる

場合 

一連の手続きにそれぞれそのつど必要と認める期間（当該一連の手続きを行う場所までの往復に

要する合理的な時間を含む。） 

（7） 妊娠中又は出産後１年以内の女性の期間契約職員が母子保健法（昭和40年法律第 141号）に規定

する保健指導又は健康診査を受ける場合 

次の範囲で必要な時間 

ただし，医師等の特別の指示があった場合には、その指示された回数で、１回につき、１日の正

規の勤務時間の範囲内で必要と認める時間 

受   診 回  数 備   考 

 妊娠7月まで  4週間に1回  １ 保健指導又は健康診査とは、母子保健法第10

条及び第13条に規定するものをいう。 

 ２ 妊娠月数の計算は、28日をもって1月とする。 
 妊娠8月から9月まで  2週間に1回 

 妊娠10月から分娩まで  1週間に1回 

 産後1年まで  1回 

 

（8）  妊娠中の女性の期間契約職員から、保健指導又は健康診査に基づき、母体又は胎児の健康保持に

影響があるとして医師等から指導を受けた旨申し出があり、業務が母体又は胎児の健康保持に影響が

あると認められる場合 

適宜休息し、又は補食するために必要な時間 



 

 

７ 前項においては、あらかじめ割り振られた勤務時間数にかかわりなく暦日をもって１労働日 とする。 

８ 期間契約職員は、年次有給休暇以外の有給休暇を取得しようとするときは、あらかじめ勤務状況管理

簿兼休暇等承認申請（請求）簿に記入して理事長に請求し、その承認を受けなければならない。この場

合において、第６項第７号及び第８号の有給休暇を取得しようとするときは、所定の事項を記入した書

面（医療機関等が作成した母性健康管理指導事項連絡カード」）を付さなければならない。 

 

（特別休暇） 

第19条 期間契約職員は、負傷又は疾病による特別休暇の承認を受けようとするときは､あらかじめ勤務

状況管理簿兼休暇等承認申請（請求）簿に記入して理事長に請求し、その承認を受けなければならない。 

２ 特別休暇の対象期間は、契約期間において一の負傷又は疾病につき90日以内で必要と認める期間とす

る。 

３ 前項の期間中には週休日及び休日を含むものとする。 

４ 第２項の規定の適用については、次に掲げる場合は、前後の特別休暇の期間は引き続いているものと

する。 

 (1) 一の負傷又は疾病に引き続いて他の負傷又は疾病により特別休暇を使用する場合。（当初の疾病が、

病態の変化により、異なる疾病に診断される場合を含む） 

 (2) 特別休暇を取得し、当該特別休暇の期間の末日の翌日から１年に達するまでの間に、再度当初の特

別休暇に係る負傷又は疾病と継続性のあると認められる負傷又は疾病により、特別休暇を取得する場合。 

５ 期間契約職員が引き続き６日を超える特別休暇の承認を求めるに当たっては、医師の証明を提出しな

ければならない。 

 

(出産による特別休暇) 

第19条の２ 期間契約職員は、次の各号において出産による特別休暇の承認を受けようとするときは、あ

らかじめ勤務状況管理簿兼休暇等承認申請（請求）簿に記入して理事長に請求し、その承認を受けなけ

ればならない。 

(1) ８週間(多胎妊娠の場合は14週間)以内に出産する予定の期間契約職員にあっては、申し出た日から

出産日までの期間 

(2) 産後８週間を経過しない期間契約職員にあっては、出産の翌日から８週間 

 

（母性健康管理のための特別休暇等） 

第19条の３ 妊娠中の女性の期間契約職員から、保健指導又は健康診査に基づき、母体又は胎児の健康保

持に影響があるとして勤務時間等について医師等から次の各号の指導を受けた旨申し出があった場合に

は、当該各号に定める休暇を与え、又は措置を講ずる。 

（1）妊娠中の女性の期間契約職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康維持に

重大な支障を与える程度に及ぶ場合 



 

 

正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて１時間を超えない範囲内で必要と認め

る時間の休暇 

（2）妊娠中の女性の期間契約職員が妊娠に起因する障害のため勤務することが困難であると認められる

場合 

一妊娠期間において14日以内で必要な期間の休暇 

（3）妊娠中又は出産後の女性の期間契約職員が妊娠中及び出産後の経過に異常又はその恐れがある場合 

作業の制限、勤務時間の短縮等の措置 

２ 前項の特別休暇等の承認を受けようとするときは、あらかじめ勤務状況管理簿兼休暇等承認申請（請

求）簿に記入して、所定の事項を記入した書面（医療機関等が作成した母性健康管理指導事項連絡カー

ド」）を付して理事長に請求し、その承認を受けなければならない。 

 

（服務） 

第20条 期間契約職員の服務については、就業規則及びこれに基づく規程等を準用する。 

 

 （懲戒） 

第21条 期間契約職員の懲戒については、就業規則第67条及び第68条を準用する。 

 

（給与） 

第22条 期間契約職員の給与は、基本給、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、特別給、通勤

手当、入試手当及び住居手当とする。 

２ 基本給は、月給とし、別表３に定める基準に従い予算の範囲内で決定し、基本給の決定時期は４月１

日とする。ただし、特別の事情があってこの基準により難い場合は、別に定めることができる。 

  なお、第19条の規定による特別休暇中の基本給は、100分の80 とし（算出された額に円未満円未満

の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）、第19条の２、第19条の３並びに就業規則第

43条及び第44条第１項第10号の規定による休暇中の基本給は支給しないものとする。 

  なお、公立大学法人静岡文化芸術大学育児及び介護休業規程（以下「育児介護規程」という。）第16

条の規定により、育児短時間勤務をする職員（以下「育児短時間勤務職員」という。）についての給料

月額は、その者の受ける給料月額に、育児介護休業規程第16条第１項の規定により定められたその者の

勤務時間を第14条に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

３ 時間外勤務手当は、正規の勤務時間を超えて勤務を命じた場合に支給するものとし、その額は正規の

勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、勤務１時間あたりの給与額に100分の

125（育児短時間勤務職員については、勤務１時間につき、その勤務時間とその正規の勤務時間との合

計が７時間45分に達するまでの間の勤務にあっては、100分の100）（その勤務が休日の場合は100分の

135）（その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間にある場合は、その割合に100分の25を加えた

割合）を乗じて得た額とする。 



 

 

４ 前項の規定にかかわらず、第17条の規定により、あらかじめ第14条の規定により割り振られた１週間

の正規の勤務時間（以下この条において「割振り変更前の正規の勤務時間」という｡）を超えて勤務す

ることを命ぜられた職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務

1時間につき、勤務１時間当たりの給与額の100分の25の割合を乗じて得た額を時間外勤務手当として支

給する。 

５ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を超えてした勤務の時間及び割振

り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

した勤務の時間との合計が１か月について60時間を超えた職員には、その60時間を超えて勤務した全時

間に対して、前２項の規定にかかわらず、勤務１時間につき、勤務１時間当たりの給与額に、正規の勤

務時間を超えてした勤務にあっては100分の150（その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間であ

る場合は､100分の175）、割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務にあっては100分の50を乗じ

て得た額を時間外勤務手当として支給する。 

６ 特別給は、６月30日又は12月10日に在職する者に職種に応じて別表４に定める基準に従い予算の範囲

内で決定する。 

  なお、第19条の２、第19条の３並びに就業規則第43条及び第44条第１項第10号の規定による休暇等を

取得した場合は、その期間を在職期間から除く。 

  また、特別の事情があってこの基準によりがたい場合は、別に定めることができる。 

７ 通勤手当の額等は、公立大学法人静岡文化芸術大学職員給与規程（以下「職員給与規程」という。）

第13条から第16条の規定を準用する。 

８ 採用又は遠距離通勤のため、静岡文化芸術大学の周辺に転居する必要ある期間契約職員（技術員に限

る。）に対して、住居手当を支給することができる。 

（1）住居手当の支給は、自ら居住するための住宅（貸間も含む。）を借り受け、月額12,000円を超える

家賃（使用料も含む。）を支払っているものを対象とする。 

（2）住居手当の額等は、職員給与規程第12条の規定を準用する。 

９ 期間契約職員が入試業務に従事することを命ぜられた場合には、その従事した業務の内容、日数及び

時間等に応じて当該職員に入試手当を支給することができる。 

10 入試手当の支給対象となる業務内容、支給額その他入試手当の支給に関し必要な事項は、別に定める。 

11 基本給、住居手当及び通勤手当は当月分を当月20日に支給する。また、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当及び入試手当は当月分を翌月の20日に支給する。ただし、これらの日が休日、日曜

日又は土曜日に当たるときは、その前においてその日に最も近い休日、日曜日又は土曜日でない日に

支給する。 

12 前項に規定する基本給、住居手当及び通勤手当については、これらの給与の支給を開始し、若しくは

停止すべき事由が生じ、又はこれらの額に変更を生じたときがその月の20日以降である場合には、翌月

の支給日において、その差額を追給し、又は控除する。 

13 特別給は、６月30日又は12月10日に支給する。ただしこれらの日が日曜日又は土曜日に当たるときは、



 

 

その前においてそれぞれの日に最も近い日曜日又は土曜日でない日に支給する。 

 

 

 (給与の減額) 

第23条 期間契約職員が勤務しないときは、次に掲げる場合を除き、その勤務しない勤務１時間あたりの

給与額を減額して給与を支給する。 

(1) 第16条に規定する休日(第17条の規定により休日を振り替えられた場合は、その振り替えられた休

日)である場合 

(2) 有給休暇による場合 

(3) 就業規則第60条により職務に専念する義務を免除された場合 

 

 (勤務１時間あたりの給与額の算出) 

第24条 前２条の規定による勤務１時間あたりの給与額の算出は、職員給与規程第23条の規定を準用する。 

 

 （退職手当） 

第25条 期間契約職員の退職手当は別に定める。 

 

（旅費） 

第26条 期間契約職員が出張又は赴任した場合の旅費は、公立大学法人静岡文化芸術大学旅費規程を準用

して支給する。 

 

 （社会保険関係） 

第27条 期間契約職員は、法令に定めるところにより社会保険に加入する。 

 

（災害補償） 

第28条 期間契約職員が業務上負傷し、又は疾病にかかり、障害又は死亡した場合には、法人は、地方公

務員災害補償法（昭和42年法律第121号）又は労災保険法の定めるところにより、補償を行う。 

２ 期間契約職員が前項の補償給付を受けているときは、療養に努めなければならない。 

 

 （通勤災害） 

第29条 期間契約職員が、所定の通勤途上において、負傷し、又は疾病にかかり、障害又は死亡した場合

は、地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）又は労災保険法の定めるところにより、補償を行

う。 

２ 通勤途上であるか否かの判定は、所轄の行政官庁の認定による。 

 



 

 

 （委任） 

第30条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

   附 則 

１ この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 学校法人静岡文化芸術大学（以下「学校法人」という。）の期間契約職員で、施行日に引き続いて法

人の期間契約職員に採用された者についての第22条第6項の規定の適用については、施行日の前日まで

の学校法人における当該職員の在職期間を、第22条第６項の在職期間とみなす。 

３ 学校法人から、施行日に引き続き法人の期間契約職員になった者について、学校法人の期間（財団

法人静岡文化芸術大学設立準備財団の期間も含む。）も第５条に規定する契約期間に通算する。ただ

し、その更新の取扱いについては、別に定める。 

４ この規則の施行日前に学校法人静岡文化芸術大学就業規則その他関係規程により発令、承認及び許可

を受けていた職員が、法人成立の日に、この規則の適用を受ける職員となった場合の発令、承認及び許

可事項については、その効力を承継する。 

  

 

附 則 

この規程は、平成22年６月30日から施行する。 

 

附 則 

この改正は、平成23年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正は、平成23年６月24日から施行し、平成23年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この改正は、平成25年４月１日から施行する。なお、施行日より前に採用された者については、従前の

規定を適用する。 

 

附 則 

１ この改正は、平成25年４月１日から施行する。 

２ この改正の施行日前から引き続き技術員として任用した者については、改正後の第５条第５項の規定

は適用しない。 

 



 

 

附 則 

この改正は、平成25年８月７日から施行する。 

 

附 則 

この改正は、平成27年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

１ この改正は、平成28年４月１日から施行する。 

 （基本給の切替えに伴う経過措置） 

２ 切替日の前日から引き続き同一の基本給表の適用を受ける職員で、その者の受ける基本給月額が同日

において受けていた基本給月額に達しないこととなるものには、平成30年３月31日までの間、基本給月

額のほか、その差額に相当する額を基本給として支給する。 

 

附 則 

１ この改正は、平成29年４月１日から施行する。 

 （基本給の切替えに伴う経過措置） 

２ 切替日の前日から引き続き同一の基本給表の適用を受ける職員で、その者の受ける基本給月額が同日

において受けていた基本給月額に達しないこととなるものには、平成30年３月31日までの間、基本給月

額のほか、その差額に相当する額を基本給として支給する。 

 

附 則 

この改正は、平成30年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正は、平成31年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

附 則 

この改正は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この改正は、令和６年12月11日から施行し、令和６年４月１日（以下「適用日」という。）から適用

する。ただし、改正後の別表４の規定は、令和６年12月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

２ 改正後の公立大学法人静岡文化芸術大学期間契約職員就業規程（以下「改正後の期間契約職員就業規

程」という。）を適用する場合においては、改正前の公立大学法人静岡文化芸術大学期間契約職員就業規

程に基づいて支給された給与は、改正後の期間契約職員就業規程の規定による給与の内払とみなす。 

（委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この改正の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。 

 

附 則 

この改正は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表 １ 

     年次有給休暇 

 

任用期間又は勤続年数 付与日数 

  ２月を超え３月以下    ３日 

  ３月を超え４月以下    ４日 

  ４月を超え５月以下    ５日 

  ５月を超え６月以下    ６日 

  ６月を超え12月以下   １０日 

  １年を超え２年以下   １１日 

  ２年を越え３年以下   １２日 

  ３年を超え４年以下   １４日 

  ４年を超え５年以下   １６日 

  ５年を超え６年以下   １８日 

  ６年を超える場合   ２０日 

 



 

 

 別表 ２  

            

忌  引  日  数  表 

       忌    引    日    数    表 

    死 亡 し た 者  期間    備    考 

 配  偶  者  10日  1 生計を一にする姻族の場合は、血  

  族に準ずる。 

 2 いわゆる代襲相続の場合において、 

  祭具等の継承を受けた者は、1親等  

  の直系血族（父母）に準ずる。 

 3 葬祭のため遠隔の地に赴く必要が 

  ある場合は、実際に要した往復日数 

  を加算することができる。 

 

 

 

 

 

 血 

 

 

 族 

 

 1親等の直系尊属（父母）  7日 

  同    卑属（子）  5日 

 2親等の直系尊属（祖父母）  3日 

  同    卑属（孫）  1日 

 2親等の傍系者（兄弟姉妹）  3日 

 3親等の傍系尊属（伯叔父母）  1日 

 

 姻 

 

 族 

 

 1親等の直系尊属  3日 

  同    卑属  1日 

 2親等の直系尊属  1日 

 2親等の傍系者  1日 

 3親等の傍系尊属  1日 

 

 

 



 

 

別表3

期間契約職員基本給表

１　事務員 ２　技術員

1年6月未満 189,700 1年未満 248,000 229,400 225,800

1年6月以上3年未満 196,200 1年以上2年未満 252,400 237,900 229,400

3年以上4年6月未満 202,700 2年以上3年未満 255,600 243,100 237,900

4年6月以上6年未満 209,000 3年以上4年未満 258,800 248,000 243,100

6年以上7年6月未満 215,200 4年以上5年未満 262,000 252,400 248,000

7年6月以上9年未満 221,700 5年以上6年未満 (特) 265,200 255,600 252,400

9年以上10年6月未満 226,700 6年以上7年未満 (特) 268,400 (特) 258,800 (特) 255,600

10年6月以上12年未満 231,100 7年以上8年未満 (特) 271,500 (特) 262,000 (特) 258,800

12年以上13年6月未満 (特) 235,400 8年以上9年未満 (特) 274,600 (特) 265,200 (特) 262,000

13年6月以上15年未満 (特) 239,100 9年以上 (特) 277,400 (特) 268,400 (特) 265,200

15年以上16年6月未満 (特) 242,000

16年6月以上 (特) 244,400

(注)
1　事務職種において、この基準学歴に満たない場合に中卒後の換算経験年数が3年に満たない場合は､理事長が別に定める。
2　経験年数は､基準学歴取得後の経歴を次の表により換算した年数による。

換算率
1.0
0.8
1.0
0.5

3　経験年数は各年度の4月1日現在のものとし、年度途中での経験年数の区分は変更しない。
4　特号給は更新職員に対して適用する。ただし、前年度に支給された1区分上位の基本給額を適用する。

（単位　円） （単位　円）

職種 一般事務 職種 実習指導職

基準学歴 高校卒 基準学歴 大学卒 短大2卒 新高4卒

その他の期間

経
験
年
数

経
験
年
数

履歴の種類
国､地方公共団体または民間における企業体､団体等の職員としての正規職員としての在職期間

国､地方公共団体または民間における企業体､団体等の臨時・非常勤職員としての在職期間
学校または学校の順ずる教育機関における在学期間(正規の修学機関に限る)



 

 別表４ 

 

期間契約職員特別給基準表 
 

     基準日 

 在職期間 
 

６月 １日 １２月 １日 

 

 

 ２月を超え 

   ４月未満 

 
 

基本給×0.48 基本給×0.48 

 

 

 ４月以上 

   ６月未満 

 
 

基本給×0.72 基本給×0.72 

 

 

 ６月以上 

   ８月未満 

 
 

基本給×0.96 基本給×0.96 

 

 

 

 ８月以上 
 

基本給×1.20 基本給×1.20 

 

（注）１ 前会計年度から引続き任用された場合は、前会計年度の任用期間を在職期間に 

    含める。 

   ２ 算出された特別給の額に円未満の端数が生じたときは、これを円位に切り上げる。 

 


